
平成２６年度　朝倉市の給与・定員管理等について

１　総　括

　(1) 人件費の状況（普通会計決算）

　(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注） １　職員手当には退職手当は含まれていません。
２　職員数は平成２６年３月３１日現在の人数です。

　(３) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

　(４) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

　　①給料表の見直し

　［　実施　　　未実施　］

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由））

　　②地域手当の見直し

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

　　③その他の見直し内容

　国に準じて給与制度の見直しを実施した場合、手当制度が国等とことなることから、県内民間給与水準又は地域手当を支給する県内自治体間との
給与水準の均衡が図られなくなるなどの理由で、現在検討中です。

　なし

　なし

　初任給基準が国より高い（高卒・短大卒）ことから若年齢層職員の給料が高位を占める階層が指数に影響しています。また、県内近隣市との給与制
度との均衡を考慮しています。

【概要】　国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均2％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされてい
る。

千円

422 1,584,626

（注）

１  ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数
の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。
２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。
３　平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値です。

※　平成26年4月1日のラスパイレス指数が、①3年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、②3年連続で上昇している場合、③100を超えている場
合について、その理由及び改善の見込み

608,464
25年度

人

5,799 5,815

千円 千円

１　普通会計とは、地方財政決算統計上における会計区分で公営企業会計と事業会計以外のすべての会計をいいます。

２　人件費には、一般職に支給される給与や市長、議員、各種委員会などの特別職に支給される給料・報酬・手当のほか、社会保
険料の事業主負担分である共済費などの経費を含みます。

2,447,070

一人当たり給与費 （参考）一人当たり給与費

（類似団体平均）

給 与 費

253,980

千円千円 千円

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

24年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

56,788 28,937,787 368,918 3,909,426 13.5 15.3

　　　　　千円 　　　　　　％

（参考）

（平成26年1月1日） Ａ

25年度
人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円

Ｂ Ｂ／Ａ

歳出額　 実質収支 人件費 人件費率
区　分

住民基本台帳人口

区　分
職員数

（注）
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　(５) 特記事項

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２６年４月１日現在）

　　①　一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　②　技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

３　職員数は、類似団体については平均人数を表示しています。

４　対象となる職員数が２人以下の場合は、個人の特定を避けるため、アスタリスク（＊）としています。

　(2) 職員の初任給の状況（平成２６年４月１日現在）

円

円

円 円 円

　(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２６年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

１　経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいうものです。

２　経験年数１０年とは、１０年以上１５年未満、１５年とは１５年以上２０年未満、２０年とは２０年以上２５年未満の区分に基づいています。

３　該当者がいない欄については「－」としています。

４　対象となる職員数が２人以下の場合は、個人の特定を避けるため、アスタリスク（＊）としています。

50.4

＊

43.5

１　一般行政職とは、行政職の職員から税務職、看護職、保健職、福祉職の職員を除いた職員です。

408,472335,000

一般行政職
172,200 円

-

類似団体 42.6 322,632

朝倉市

42.5

389,653

区　　分

公　務　員

357,265

平均年齢

144,500

国

うち清掃職員

うちその他の技能労務職

２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当
 の額を合計したものであり、地方公務員実態調査において明らかにされているものです。また、「平均給与月額（国比較
ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等おを除いたもの）で算出しているものです。

140,100

178,800
一般職　172,200

総合職　181,200

区　　　分 朝　　倉　　市 福岡県

国 50.1

（注）

　　　　　　　　　　　　　　-

医　師　職
大　学　卒 　　　　　　　　　　　　- 　　　　　　　　　　　　　　- 　　　　　　　　　　　　　　-

高　校　卒 　　　　　　　　　　　　- 　　　　　　　　　　　　　　- 　　　　　　　　　　　　　　-

371,194

346,540

＊ 
技能労務職

高　校　卒 　　　　　　　　　　　　- ＊ 

中　学　卒 　　　　　　　　　　　　- 　　　　　　　　　　　　　　-

297,216

高　校　卒 256,150

大　学　卒

高　校　卒

区　　　         分 経 験 年 数 １ ０ 年

144,500

朝倉市 332,600 401,130

福岡県 43.2

平均給与月額
（国比較ベース）

373,665337,166 424,788

42.3 354,218

平均給与月額

（国比較ベース）
平均給与月額

職員数 平均給料月額 平均給与月額

区分 平均年齢 平均給料月額

407,640

うち用務員 ＊ ＊

経 験 年 数 １ ５ 年

15 380,500 397,586 386,460

55.1うち学校給食員 5

＊

56.3

＊

401,880

3

395,400

401,500

360,367

421,767 408,000

354,1006

326,611

382,000 361,249

287,992 －

34 316,350 352,255

3,119

49.7

375,667

国

福岡県 54.2 746 334,701

336,838

（注） １　「平均給料月額」とは、平成２６年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

類似団体

経 験 年 数 ２ ０ 年

340,395

292,457

円

一般行政職
大　学　卒



３　一般行政職の級別職員数等の状況

　(1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成２６年４月１日現在）

１　朝倉市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

　(２) 昇給への勤務成績の反映状況

　人事評価が未実施であるため、勤務期間の判定のみ行っています。

（注）

７　　級 部長及び議会事務局長で相当の経験を有する者の行う職務
　

7人 2.0%

10人 2.8%

22人 6.3%

１　　級 主事の職務

主査の職務

26人

23人

５　　級

６　　級

・課長、局長（議会事務局長を除く。）、所長（保育所長を除く。）、室長、支所長及び参事で相当の経験を
有する者の行う職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれらと同程度のものとして規則で定める職の
職務
・部長及び議会事務局長の職務

・主査の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれらと同程度のものとして規則で定める職の職務
・係長、保育所長及び主任主査の職務

４　　級
・係長、保育所長及び主任主査で相当の経験を有する者の行う職務又は職務の複雑、困難及び責任の度
がこれらと同程度のものとして規則で定める職の職務
・課長補佐、次長及び参事補佐の職務

３　　級

・課長補佐、次長及び参事補佐で相当の経験を有する者の行う職務又は職務の複雑、困難及び責任の度
がこれらと同程度のものとして規則で定める職の職務
・課長、局長（議会事務局長を除く。）、所長（保育所長を除く。）、室長、支所長及び参事の職務

49.0%

6.6%

　

91人 25.9%

　

　

7.4%

２　　級

　

172人

区　　分

395,800 円

　

289,200 円 405,800 円

261,900 円

　

135,600 円 243,700 円

　

222,900 円 354,700 円

185,800 円 307,800 円

構成比職員数

　

320,600 円 422,600 円

１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

　

366,200 円 456,200 円

標準的な職務内容

7.4% 7.4% 4.0%
6.3% 4.0%

2.2%

25.9% 28.4% 38.4%

49.0% 48.8% 38.9%

2.8% 2.3% 6.5%
6.6% 7.1% 7.6%

2.0% 2.0% 2.4%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成26年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級



４　職員の手当の状況

　 (1) 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（２５年度支給割合） （２５年度支給割合） （２５年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5%～15% ・役職加算  5%～20% ・役職加算  5%～20%

・管理職加算 10%～25% ・管理職加算 10%～25%

　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

　(2) 退職手当（平成２６年４月１日現在）　

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（2%～20%加算） （2%～45%加算）

退職手当の１人当たりの平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

　(３) 地域手当　（平成２６年４月１日現在）　

１　地域手当については、派遣職員等に支給しています。

２　対象となる職員数が２人以下の場合は、個人の特定を避けるため、支給職員１人当たり平均支給年額欄及び支給対象職員数欄を

　アスタリスク（＊）としています。

３　派遣職員等以外で朝倉市内に在勤する職員については、平成21年度から不支給に改定しています。

４　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、

　地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

　（補正前のラスパイレス指数×（1＋当該団体の地域手当支給率）／（1＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）

52.44 52.44

福岡市

国の制度（支給率）

52.44 52.44

定年前早期退職特例措置

支給実績（２５年度決算）

１人当たりの平均支給額
　                             20,233千円

（注）

52.44 52.4443.70 43.70

（注）

　人事評価が未実施であるため、勤務期間の判定のみ行い、一律の成績率にて支給を行っています。

朝　　倉　　市 国

2.60

27.025

36.57 36.5730.82 30.82

21.62 27.025 21.62

1,468 1,526

１人当たり平均支給額（２５年度決算） １人当たり平均支給額（２５年度決算）

－

1.35

定年前早期退職特例措置

１人当たりの平均支給額
　　　　　　　　　　　　　　　未公表

381　　千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算）

2.60

( 1.45 ) (0.65)

1.35

支給率

( 1.45 ) (0.65)

1.35 2.60

(0.65) ( 1.45 )

＊　円

10%

朝　　倉　　市 福岡県 国

（100.6）

100.6

支給対象職員数

（注）

0%朝倉市 3.5% ＊人

＊人 10%

支給対象地域

応募認定・定年自己都合（支給率）（支給率） 自己都合 勧奨・定年

地域手当補正後ラスパイレス指数
（ラスパイレス指数）



 　(4) 特殊勤務手当

支給実績（２５年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算） 　円

職員全体に占める手当支給職員の割合（２５年度） 　％

手当の種類（手当数） 種類

　(５) 時間外勤務手当

千円

千円

　(６) その他の手当　

扶養親族　１人当たり

管理職手当は、平成23年６月まで定率制で支給していましたが、同年７月から定額制へ制度変更しました。

また、管理職手当は、平成２４年１月から３％削減しています。（　　　）内は削減前の額です。

（注）

国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算）

医師研究研修手当

312

手当名 内容及び支給単価（月額）

支給実績（２５年度決算） 136,420

医師職

支給実績
（２５年度決算）

診療所に勤務する医師業務 300,000円7,200,000円

同

異

支給職員１人当たり

平均支給年額

（２５年度決算）

薬剤師手当

医師調整手当

医師手当

臨床検査技師手当

看護師手当

17,238

1,723,773

2.1

7

－

－ 56,424 千円

24,978 千円 192,133 円
支給なし

－

213,725 円

住居
手当

借家（借間）の場合の支給限度額 27,000 円

持ち家（新築・購入の日から５年間） 2,500 円

扶養
手当

配　偶　者 13,000 円

同

そ
の
他
の
扶
養

親
族

6,500 円

配偶者がいない場合（１人目のみ） 11,000 円

満１６歳以上２２歳までの子１人
についての加算額

5,000 円

通勤
手当

交通
機関

６ケ月定期券等相当分
１ケ月当たり支給限度額

55,000 円

交通
用具

通勤距離に応じて 3,300円～

96,009 円

異
2,000円～
24,500円

571,086 円一部異
定額制の

金額

同

40,132 千円

25,128 千円
管理職
手当

（66,200円）

課長級
（50,300円）　　（48,600円）

48,700円　・　47,100円

部長級
64,200円

診療所の薬剤業務

医師職

薬剤師・医療技術職

薬剤師・医療技術職 10,000円120,000円

10,000円

4,800,000円

4,800,000円

77,730円

120,000円

診療所に勤務する医師業務

診療所に勤務する医師業務

診療所の看護業務

診療所の臨床検査業務

10,000円120,000円薬剤師・医療技術職 診療所のX線業務Ｘ線科手当

200,000円

200,000円

 1,600円

医師職

看護師職

支給単価（月額）主な支給対象業務手当の名称 主な支給対象職員
(２５年度決算)

支給実績



５　特別職の報酬等の状況（平成２６年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

１　職員数は一般職に属する職員数です。

２　[     ]内は、条例定数の合計です。

３　教育部門とは、教育委員会の職員です。

４　公営企業等会計部門とは、水道・工業用水・下水道・国保・病院・介護保険・後期高齢者医療に係る職員です。

合　　計
493 人

（注）

486 人 △7人

△2人 窓口業務の委託

[  570人 ] [  570人 ] [     -    ］

68 人 △4人

そ の 他 37 人 0 人

72 人

〈参考〉
　　人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　    85.58人
　　〈類似団体の人口１万人当たりの職員数　　 　－　人）

公
営
企
業
等
会
計

部
門

病 院 12 人 11 人

下 水 道 17 人 15 人

37 人

小 計

△1人 欠員不補充

水 道 6 人 5 人 △1人 欠員不補充

増：学校教育、スポーツ推進業務担当増員
減：欠員不補充、退職者不補充

小　計 421 人 418 人 △3人

〈参考〉
　　人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　  73.61人
　　〈類似団体の人口１万人当たりの職員数　　71.79人）

教 育 部 門 50 人 49 人 △1人

小　　計 371 人 369 人 △2人

〈参考〉
　　人口１万人当たり職員数　　　　　　　 　　　 64.98人
　　〈類似団体の人口１万人当たりの職員数　　53.52人）

衛 生 34 人 34 人 0 人

増：ダム事業再開に伴う増員

民 生 107 人 105 人 △2人
増：保育所業務担当増員
減：生活相談業務体制見直し、退職者不補充

土 木 47 人 48 人 1 人

商 工 6 人 6 人 0 人

農林水産 35 人 35 人 0 人

労 働 1 人 1 人 0 人

38 人 0 人

97 人 △1人
増：職員新規派遣（公文書館）、財政業務担当増員
減：専従休職者復帰・異動、支所業務体制見直し、欠員不補
充

5 人 0 人

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議 会 5 人

税 務 38 人

総 務 98 人

平成２５年 平成２６年

　　　　　　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職　　員　　数

副 市 長 683,000

副 議 長 413,000

副 議 長

（参考）類似団体における最高／最低額

市 長 843,000 1,000,000 440,000

区 分 給 料 月 額 等

給
料

備　　　　　　考
対前年
増減数

830,000 375,000

報
酬

議 長 467,000 698,000

議 員 386,000 560,000

310,000

（算定方式） （１期の手当額）

期
末
手
当

市　　　　　 長 　　（25年度支給割合）

副 市 長 2.60

議 長 　　（25年度支給割合）

議 員

620,000 245,000

222,000

17,197,200 円

2.60

退職日における給料月額×100
分の510×勤続年数

任期ごとに支給

副 市 長
退職日における給料月額×100

分の300×勤続年数
8,196,000 円 任期ごとに支給

市 長

（注） 1　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額および支給率に基づき、１期（４年＝４８月）
 勤めた場合の退職手当の見込額です。

退
職
手
当

（支給時期）



　(2) 年齢別職員構成の状況（平成２６年４月１日現在）

　(3) 職員数の推移

△37(△7.1％)

　　　　　　　年度
部門

平成22年 平成23年

493 486一般行政 523 507 504

2 14 38 37

平成24年

136 69 48649 49

過去5年間の増減(率)平成25年 平成26年

人 人

3778 76

人 人 人 人

以上

職員数
人 人 人 人 人 人 人

～

計

35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳

～ ～

20歳 24歳 28歳

～

32歳 36歳

～

未満

56歳 60歳

～ ～ ～

23歳 27歳 31歳

44歳40歳

区　分

20歳

～～

48歳 52歳

0

20

40

60

80

100

職員数（H26.4.1）

職員数（H21.4.1）



７　公営企業職員の状況

　(1)朝倉市水道事業

　　①職員給与費の状況

　　ア　　決算

人 千円 千円 千円 千円 千円

１　職員手当には退職給与金は含まれていません。

２　職員数は平成26年3月3１日現在の人数です。

　　②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２６年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

平均月収額には、各種手当（扶養、住居、通勤、管理職、時間外、期末・勤勉等）を含みます。  

　　③職員の手当の状況

　　ア　　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（２５年度）

千円　 千円　

（２５年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分

月分 月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5%～15%

(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

　　イ　　退職手当（平成２６年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合　　　　　勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

（2%～20%加算）

　　ウ 　地域手当　

朝倉市内に在勤する職員については、平成21年度から不支給に改定しています。

　　エ　　時間外勤務手当

支給実績（２５年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算） 千円

2,043

409

支給職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算） 0円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

52.44

52.44 52.44

0円

定年前早期退職特例措置

支給実績（２５年度決算）

43.70

－

（注）

朝倉市

21.62 27.025

30.82 36.57

１人当たり平均支給額（２５年度）

1,071 1,456

－
2.60 1.35

（1.45） （0.65）

団体平均 45.0 342,822

（注）

509,358

朝倉市 団体平均

（注）

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

朝倉市 34.8 271,920 396,414

２５年度
千円

5 15,251 3,345 5,354 23,950 4,790 6,123

（参考）一人当たり給与費

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ （団体平均）
区分

職員数 給 与 費 一人当たり給与費

％ ％

402,503 70,118 28,922 7.2 8.5

Ａ  実質収支 Ｂ　

２５年度
千円 千円　 千円　

区分
総費用 総費用に占める職員 （参考）２４年度の総費用に

占める職員給与費比率給与費比率　Ｂ／Ａ

純損益又は 職員給与費

朝倉市 0% 0人 0%

（注）



　　オ　　その他の手当（平成２６年４月１日現在）

１　対象となる職員数が２人以下の場合は、個人の特定を避けるため、支給職員１人当たり平均支給年額欄及び支給対象職員数欄を

　アスタリスク（＊）としています。

　(2)朝倉市工業用水道事業

　　①職員給与費の状況

　　ア　　決算

人 千円 千円 千円 千円 千円

１　職員手当には退職手当は含まれていません。

２　職員数は平成26年3月31日現在の人数です。

　　②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２６年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

　　③職員の手当の状況

　　ア　　期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（２５年度）

千円　 千円　

（２５年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分

月分 月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5%～15%

(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

5,000 円

支給なし

－

（注）

朝倉市 団体平均

＊

13,000 円

55,000 円 －

336,716

2,000円～
24,500円

同
交通
機関

475 千円
通勤
手当

3,300円～ 異

６ケ月定期券等相当分
１ケ月当たり支給限度額

通勤距離に応じて

（注）

2.60 1.35

（0.65）

－

507,948団体平均 44.2

１人当たり平均支給額（２５年度）

1,638 1,424

（1.45）

一人当たり給与費

千円

7 27,744 2,329 10,625 40,698 5,814 6,084

（参考）一人当たり給与費

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　　計　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ （団体平均）

給 与 費

％ ％

総費用に占める職員 （参考）２４年度の総費用に

給与費比率　Ｂ／Ａ 占める職員給与費比率

千円　 千円　

実質収支 Ｂ　
区分

総費用 純損益又は 職員給与費

Ａ  

２５年度

118,658 円
交通
用具

住居
手当

借家（借間）の場合の支給限度額 27,000 円 同
＊

持ち家（新築・購入の日から５年間） 2,500 円 異

扶養
手当

同 ＊

そ
の
他
の
扶
養

親
族

扶養親族　１人当たり 6,500 円

配偶者がいない場合（１人目のみ） 11,000 円

満１６歳以上２２歳までの子１人
についての加算額

配　偶　者

支給職員１人当たり

平均支給年額

（２４年度決算）

国の制度と
異なる内容

支給実績
（２５年度決算）

＊－

手当名 内容及び支給単価（月額）
国の制度
との異同

－

100,744 20,206 49,977

平均月収額

朝倉市

50.9

（注）

　　　　　　区　　分

職員数

千円

49.6

43.7 344,064 522,563

平　均　年　齢 基本給

区分

２５年度



　　イ　　退職手当（平成２６年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合　　　　　勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

（2%～20%加算）

　　ウ 　地域手当　

朝倉市内に在勤する職員については、平成21年度から不支給に改定しています。

　　エ　　時間外勤務手当

支給実績（２５年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算） 千円

　　オ　　その他の手当（平成２６年４月１日現在）

扶養親族　１人当たり

対象となる職員数が２人以下の場合は、個人の特定を避けるため、アスタリスク（＊）としています。

管理職手当は、平成23年６月まで定率制で支給していましたが、同年７月から定額制へ制度変更しました。

また、管理職手当は、平成２４年１月から３％削減しています。（　　　）内は削減前の額です。

0円

内容及び支給単価（月額）

そ
の
他
の
扶
養

親
族

支給対象地域

2,500 円

37

借家（借間）の場合の支給限度額 27,000 円

支給率 支給対象職員数

満１６歳以上２２歳までの子１人
についての加算額

5,000 円

朝倉市

手当名

782 千円

＊

2,000円～
24,500円

同

支給なし

519 千円

156,324 円

同

129,750 円－

＊

朝倉市

21.62

0人

52.44

52.44 52.44

43.70

0%

支給職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算） 0円

通勤
手当

55,000 円

通勤距離に応じて 3,300円～

６ケ月定期券等相当分
１ケ月当たり支給限度額

交通
機関

13,000 円

同

異

－

交通
用具

27.025

30.82 36.57

定年前早期退職特例措置

支給実績（２５年度決算）

異

住居
手当

（２５年度決算）

6,500 円

配偶者がいない場合（１人目のみ） 11,000 円

持ち家（新築・購入の日から５年間）

－

扶養
手当

配　偶　者

国の制度（支給率）

0%

256

支給職員１人当たり

平均支給年額
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（２５年度決算）

（注）

（注）

496,905 円
47,100円

（48,600円）
一部異

定額制の金
額

497 千円
管理職
手当

課長級


